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（別紙） 

 

主な指摘事項 

 

 令和４年度の実地指導（集団・個別）の結果に基づき、今後、事業の実施にあたり、次の点

にご留意ください。 

 

【備え付けるべき書類関係】 

・ 備え付けるべき書類の有無について、実地指導調書と齟齬があり、虚偽の調書が提出さ

れているケースがあります。書類の有無については、正確に記載ください。 

・ 事業所として書類の保管期間が定められていないケースがあります。書類の保管年数に

ついては、事業所で定めたうえで、調書にも必ず記載してください。 

・ 従業者の雇用や労務に係る書類については、事業所が存続する間はすべて永年で保管し

てください。 

・ 契約書の正本が事務所内に保管されていない、又は副本が受給者に交付されていないケ

ースがみられます。 

  契約書はサービスの提供が継続する間は、事務所に保管するとともに、確実に受給者に

交付してください。 

・ 重要事項説明書について、説明済み、承諾済み又は交付済みであることを証する書類や

副本が事務所内に保管されていない、もしくは受給者に重要事項説明書が交付されていな

いケースがみられます。 

  契約書と同様に、サービスの提供が継続する間は、説明済み等であることを証する書類

は事務所に保管するとともに、確実に受給者に交付してください。 

・ 契約書及び重要事項説明書に押印のないものがみられます。当該書類の真正性の担保の

点から、契約書等の押印省略はあまり望ましくないとみられることから、基本的に、押印

をもらうようにしてください。 

 

【サービス提供・個別台帳・請求関係】 

・ 本計画が作成されていない、控えが市に提出されていないにも関わらず、給付費を請求

しているケースがみられます。給付費の請求にあたっては、市が請求内容を確認できる状

態としたうえで請求するようにしてください。 

・ モニタリングの報告についても、本計画と同様、市に提出がなく、事業所の個別台帳に

もモニタリングの控えがなく、（児童）継続支援の請求を行っているケースがあります。モ

ニタリングを適正に実施するとともに、請求は適切に行ってください。書類によりモニタ

リングの実施が確認できない場合には、不正請求となり、返還対象となります。 

・ 加算の請求にあたっては、一部を除き別途書類を作成する必要はありませんが、モニタ

リング等、法定の様式において、加算の要件となる記載を必ず残し、実地指導の際に記録

の提示を求められたときに提示できるようにしてください。 
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・ 半年ごとのモニタリングは法定となっていることから、給付費の請求に関わらず必ず実

施するようにしてください。 

・ モニタリングの変更について、変更申請書が提出されていないケースが散見されます。

サービスや支給量の変更と同様に、変更申請書の提出が必要です。 

 

【その他】 

・ 契約内容報告書については、遅滞なく市に提出するようにしてください。（県の実地指導

の指摘事項となっています。） 

・ 代理受領の通知の控えがないケースがあります。代理受領の通知は確実に受給者に送付

するとともに、事業所にも控えを残すようにしてください。 


